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研究要旨  
【目的】DPAT の活動は要領やマニュアルに即して行われているが、一方で活動開始や

活動終了時期についての基準は明確でない。このため、被災県と支援を行う DPAT 事

務局の間で活動開始の判断にしばしば意見の相違が生じた。本研究は、DPAT 活動の開

始・終了基準の提案、先遣隊以外の DPAT の役割を明確化し、災害時の DPAT の活動

期間及び質の高い活動内容を定めることを目的とする。また、新型コロナウイルス感染

症における DPAT の活動実績の調査を実施し、DPAT の位置づけのための課題を明確

化させる基礎資料として用いることを目的とする。 
 
 
【方法】今年度は以下の研究を実施した。 
1. DPAT 活動開始・終了基準案を検討するためのシミュレーション研修、 

インタビュー調査 
2. 先遣隊以外の DPAT の活動を検討するためのインタビュー調査 
3. 「精神保健医療版 災害診療記録/J-SPEED 簡易ユーザーガイド」の作成 
 

 
【結果】各分担班研究の結果から、昨年度作成をした DPAT 活動開始・終了基準案に

対して実際に DPAT が基準案を用いて活動を開始し、終結することができるといった

意見が多く認められた。一方で、特に大雨洪水等の特別警報が発令された際に DPAT 調

整本部を立ち上げることに対し、違和感をもった都道府県もあった。これは自治体が特

別警報に対しての想定が今までなかったことが要因として挙げられた。 
 また、先遣隊以外の DPAT の活動に関しては、被災地での精神科医療の提供、困難ケー

ス対応への助言、被災した医療機関への専門的支援、支援者支援等の多様なニーズに対応で

きることが望まれていることが示唆された。 
 
【結論】今年度の活動によって、昨年度作成をした DPAT 活動開始・終了基準案が現場で

の判断基準として使用できることが示唆された。今回提案された基準案を共有したうえで、

自治体ごとに特色を持った基準を作成することも重要であると考える。また、今回作成をし



た J-SPEED 簡易ユーザーガイドを使用し、正しい情報入力・蓄積をすることで今後更なる

解析を行い、精神保健医療ニーズを的確に捉えることができると考える。 
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A．研究目的 
2013 年に、災害急性期からの精神科医療

ニーズに組織的に対応するために設立され

た災害派遣精神医療チーム（DPAT）は、全

国的に整備され、2014 年以降、2016 年熊

本地震、2019 年台風 15 号、19 号、2020 年

にはダイヤモンド・プリンセス号の支援な

ど多くの支援活動実績をあげてきた。一方

DPAT の活動は要領やマニュアルに即して

行われているが、活動開始や活動終了時期

についての基準は明確でない。このため、被

災県と支援を行う DPAT 事務局の間で活動

開始の判断にしばしば意見の相違が生じた。

また活動終了時期は、被災県と DPAT によ

り、都度判断されることになっている。さら

に、DPAT は国が訓練・養成を行い発災直

後より活動を展開する先遣隊と、主に都道

府県が養成してその後の活動を展開する地

域の DPAT（Local DPAT、先遣隊以外の

DPAT）があるが、後者の定義や役割は不明

確である。そこで今回、DPAT、活動連携機

関、自治体それぞれの立場から、DPAT に
よる精神医療活動の開始・終了基準、ならび

に Local DPAT（先遣隊以外の DPAT）の役

割を明確化し、災害時の DPAT の活動期間

及び質の高い活動内容を定めることを目的

に研究を行った。 
また、今般の新型コロナウイルス感染症

に対して、2021 年の年明け以降、変異株の

流行などもありこれまでの想定を上回る規

模・スピードで感染拡大が生じ、病院や介護

施設等でのクラスター等も発生し、その対

応として DPAT の活動が行われた。「新型

コロナウイルス感染症感染制御等における

体制整備等に係る DPAT の活用等について

（依頼）」（令和 3 年 3 月 30 日事務連絡）等

でも DPAT の活用について示されているが、

第 8 次医療計画の新興感染症対応体制にお

ける DPAT の位置づけのための課題を明確

化させる基礎資料として用いることを目的

として分担研究班（獨協医科大学埼玉医療

センター 五明佐也香）を新たに設置し、新

型コロナウイルス感染症における DPAT の

活動実績の調査を行った。各分担研究班の

研究目的は以下の通りである。 
【太刀川班】研究統括としての立場から

DPAT 活動開始・終了基準案（以下「基準

案」という）開発に向けて各分担班の研究支

援と基礎資料作成を行う。 
【五明班】昨年度作成をした基準案が、実災



害時に適用できるかを検討することを目的

として、DPAT 研修時に以下のシミュレー

ション訓練を試行する。 
【辻本班】災害支援を経験した精神保健福

祉センターを中心として聞き取り調査を実

施し、自治体からみた基準案、災害時にお

ける精神保健医療福祉支援に関し、DPAT
活動を中心に量的・質的な検討をすすめ

る。 
【高橋班】DPAT の活動を J-SPEED のデ

ータから抽出し災害別の開始基準並びに活

動終了の基準について分析を行い、DPAT 
の開始・終了時期に関するエビデンスを検

討する。 
【丸山班】DPAT の終了時、精神保健心理

社 会 的 支 援 （ Mental health and 
Psychosocial Support；MHPSS）のうち、

特に PSS（心理社会的支援）活動に対する

DPAT 活動の実態と課題を明確する。また

MHPSS 活動の可視化を促進するために、

コーディングの質問項目、入力方法、表示方

法の改善を検討する。 
 
B．研究方法 
【太刀川班】①研究支援：基準案作成に向

け、基礎的な資料作成と各班の研究結果の

とりまとめを実施した。 
②解析支援：高橋分担研究班の「ダイヤモン

ド・プリンセス号のデータ」に関して解析支

援・論文作成を行った。 
【五明班】①シミュレーション訓練：令和 3
年 9 月 9 日に行われた DPAT 統括者・事務

担当者研修の受講者 54 名のうち、本シミュ

レーション訓練への参加に同意が得られた

DPAT 統括者、都道府県担当者、計 39 名を

10 グループに分け、3 つの観点から、基準

案が実災害時に適用できるものであるかに

ついて検討した。 
②Web アンケート調査：令和 3 年 9 月 9 日

に行われた DPAT 統括者・事務担当者研修

受講者 54 名に対して、Web アンケート調

査にて、基準案の項目ごとに、判断の可否の

選択し、各項目を適用できない場合はその

理由について、自由記述形式で回答を求め

た。 
【辻本班】令和 5 年 1 月 4 日から 16 日に

かけ、被災経験のある精神保健福祉センタ

ー所長 6 人にインタビュー調査（1 人約 1
時間）を実施、調査内容を分析した。聞き取

り項目は、DPAT 活動開始・終了について、

先遣隊以外の DPAT の活動について、であ

る。 
【高橋班】①DPAT が入力した一般診療版

及び精神保健医療版 J-SPEED のデータを

集積し、災害別の開始基準ならびに活動終

了基準のデータ解析を行った。 
②J-SPEED データ解析における課題を踏

まえて災害対応時も参照可能な簡易ユーザ

ーガイドの作成を行った。 
【丸山班】 
①インタビュー調査：令和 4 年 7 月～令和

5 年 1 月の間に、DPAT 統括者、精神保健

福祉センター長等の立場で、地元の DPAT
の実質的な活動および全体のマネジメント

に携わったことがある医師 5 名を対象とし

た。ガイディングクエスチョンは、令和 3 年

度分担班研究で実施したパイロット・イン

タビューの結果、抽出された以下の項目で

ある。 
1. MH から PSS への移行のタイミング、ク

リティカルポイントは何か。 
2. 被災県から見て、DPAT は PSS を担って

いたのか。 
3. どこまで DPAT が担い、現地の担い手・

引継ぎはどのような状況だったか。 



4. DPAT として被災者支援調整会議（NGO
地域会議等）との連携はどのようだったか。 
②MHPSS 活動コード(4Ws)の質問項目、入

力方法、表示方法に関して、簡便性、即時性、

汎用性が必要条件と考えられ、それぞれの

検討を行った。簡便性として、簡単な入力方

法、わかりやすい表現を用いるなど入力内

容の改善を検討した。即時性についてはス

マートフォンからの入力や PC での集計な

ど電子媒体を使用することで可視化の即時

性を検討した。汎用性として、受援・支援双

方にとり有用な情報表示方法を検討した。 
 
C．研究結果 
【太刀川班】①研究の方向性や各分担班に

おける役割分担などの整理・検討を目的に、

全研究班員による会議を計 3 回開催した。

新型コロナウイルスの影響で、一か所に集

まる機会を設けることができず令和四年度

はオンラインでの全体班会議を計 3 回実施

した。 
・2022 年 4 月 22 日：第一回全体班会議

（オンライン）を実施。研究開始に当たり、

分担班における研究内容及び役割分担の整

理・検討を行った。（参加者 14 名） 
・2022 年 10 月 20 日：第二回全体班会議

（オンライン）を実施。各分担班の進捗状況

の確認を実施した。（参加者 14 名） 
・2023 年 2 月 14 日：第三回全体班会議

（オンライン）を実施。各班から研究成果の

報告があった。（参加者 14 名） 
②高橋分担研究班の「ダイヤモンド・プリン

セス号のデータ」に関して解析支援・論文作

成を行った。 
◎調査期間：2020 年 2 月 9 日～2020 年 2
月 21 日 
◎調査対象：新型コロナウイルス感染症の

パンデミックによって横浜に停泊したダイ

ヤモンド・プリンセス号に乗船していた乗

客、乗組員を対象とした。 
◎データ総数：333 例のデータ（J-SPEED
身体版 206 例、精神保健版 127 例） 
 解析結果から以下のことがわかった。 
・精神保健版は、身体版に比べて有意に女

性が多く、平均年齢が低かった。 
・相談者の約 1 割が乗員であった。 
・症状は、発熱が最も多く、次いで災害スト

レス関連症状、急性呼吸器感染症の順であ

った。発熱は男性で有意に頻度が高く、災害

ストレス関連症状は、女性で頻度が高くな

った。精神症状の内訳は、「不安」の頻度が

最も多く、次いで「不眠」、「その他の症状」、

「抑うつ」、「怒り」、「自殺念慮」の順となっ

ていた。乗員は不眠、抑うつなどの症状が、

乗客よりも多く認められた。 
・ストレス内容では、COVID-19 よりも「検

疫」のストレスが強く、女性と乗員で顕著に

みられた。 
・最頻の診断は、「重度ストレス反応および

適応障害」であった。 
・支援内容で最も多かったのは相談・助言

からなるカウンセリングであり、およそ 7
割の人は、単回のカウンセリング後、精神症

状が改善し、支援終了となった。 
【五明班】①第一の災害想定（自都道府県発

災）では、基準案に対しては、「特別警報が

発令された場合は DPAT 調整本部を立ち上

げるべき」といった活動開始に前向きな意

見が複数みられた。一方、「大雨特別警報が

出てすぐにというのは被害が出るかどうか

わからないため立ち上げづらい」「自県のマ

ニュアルは地震想定のみで、地震以外の想

定はない」といった活動開始に消極的な意

見も散在した。自都道府県の体制に対して



は、「未経験でどうしたらいいかわからない

ため訓練をしたい」「DMAT 調整本部が立ち

上がると同時に DPAT 調整本部も立ち上げ

るべきである」といった意見もみられた。 

第二の災害想定（隣接する都道府県発災

時）では、基準案に対しては、「隣接する都

道府県の EMIS が災害モードに切り替わっ

た場合は DPAT も調整本部を立ち上げるべ

き」「近隣県で DPAT 調整本部が立ち上がっ

たら同時に自都道府県でも立ち上がるよう

にするべきだ」といった早期の DPAT 調整

本部の立ち上げに積極的な意見がある一方、

「自都道府県の体制も整っていないので、

隣県への対応は厳しい」「隊が少ないから無

理」といった消極的な意見も認められた。 

自都道府県の体制に対しては、「初動のマニ

ュアルの共有を近隣県と出来ていない」「近

隣県 DPAT との交流が無いので訓練をして

いきたい」といった DPAT 体制整備につい

ての反省を述べる意見もあった。また、

「DPAT 事務局から言われたら考える」「国

からの依頼があればやる」といった意見も

あり、都道府県によって DPAT 体制整備状

況にばらつきを認めた。 

 第三の災害想定は活動終了基準案に関す

る内容とした。基準案に対しては、「全ての

条件を踏まえて活動を終了すべきである」

といった、基準案に対する肯定的な意見が

大半で、「活動終了時は、『DPAT がいたら安

心だから帰らないでください』と言われて

活動を終了できないことがよくあるので、

基準があることは大切だ」という意見も認

められた。一方、基準案に対する意見ではな

いが、「基準だけで撤収することは難しい」

といった意見もあった。 

また、自都道府県の体制に対しては、「現在

はマニュアルもないし検討もしていないの

で協議が必要」「職能団体等と協定を結んで

おくべきかもしれない」「平時から精神医療

が充実していないと長期化する」「特に体制

が脆弱な地域の撤収は段階的に行うべきで

はないか」といった意見が認められた。 

②回答率は 81.5％（N＝44）であった。活

動開始基準案の 6 項目についての回答は、

「震度 6 弱以上の地震が発生した」や「そ

の他自都道府県の知事が必要と認めた」つ

いては「調整本部の設置が必要と判断でき

る」との回答が大半であった活動終結基準

案の 4 項目を全て満たせば、DPAT 活動終

結と判断できるか否かの質問を行ったとこ

ろ、回答者 44 名中 42 名（95.5％）が活動

終結と判断できると回答した。 
【辻本班】基準案に対しては、「よい～や

やよい」の評価が多かった。また、「基準

がはっきりしなかった時期はどこで判断す

るか悩んだ。明確に整理された、これを基

準に具体案を各自治体で考えなければなら

ない」という意見があった。他にも、

DPAT 先遣隊の派遣、参集における課題と

して「平時からの意思疎通、準備が重要。

定期的に DPAT に関する連絡会議を開催す

る」等があげられた。 

活動終了基準案に対しては、「よい～や

やよい」の評価が多かった。また、「目安

がないと終わりにくい、終わるための根拠

は大事」「具体的に書いてあるので、これ

を参考に自治体でどのように現実化するか

が大切」という意見があった。他に「市町

村が健康調査等を行い、保健所・精神保健

福祉センターが把握、その動向をもとに検

討する」「平時の支援に落とし込んでい

く。継続させる支援、終結させていく支援

を整理する」等があげられた。 

先遣隊以外の DPAT の活動については、



被災地での精神科医療提供、被災地での精

神保健活動への専門的支援、自治体が

DPAT に望む精神保健活動への支援、DPAT

から被災地の機関への引継ぎにおける課

題、等の様々な意見があげられた。 
【高橋班】①災害別の J-SPEED データで

は、水害関連では、精神保健医療ニーズが

発災から 1 週以内に発生するが、2 週目に

おいても、相談対応件数が維持される例も

あった。被災の程度にも影響している可能

性があることが想定された。比較的軽度で

あれば、初期の対応後、比較的スムースに

減少し、安定する事がある。一方、水害の

場合、徐々に水位があがり、被害が拡大し

ていくと、後半に影響が出現して、対応ケ

ースが出現する事もあった。地震と比較し

て、ピークが変動しやすい可能性も考察さ

れた。 
②より正確なデータ入力の為に、入力ミス

の防止が必要であった。二重回答、入力漏

れ、質問紙の不理解の防止の為のアナウン

スが必要であると考えられた。例えば、対

応した場所として「避難所」と「その他」

の重複などが認められた。また、災害と精

神的健康状態の関連においては「直接的関

連」と「間接的関連」の重複、「間接的関

連」と「関連なし」の重複が存在した。実

際に検証するために、DPAT インストラク

ター研修の中で隊員に J-SPEED 入力訓練

を行ってもらいその結果を研修会でフィー

ドバックしてもらい、特に理解の深まった

事項として下記があげられた。 
・J-SPEED データはカルテ（災害診療記

録）から抽出されるデータであり、入力対

象となるのはカルテを作成した被災傷病者

である。（当該被災傷病者を通じて直接、

診察をしていない家族の状態について相談

にのった場合、別途カルテを作成しないの

であれば基本的には J-SPEED 入力対象と

ならない） 
・J-SPEED データは活動の実績を示す貴

重なデータエビデンスであり、すなわち入

力漏れは DPAT 活動の過少報告になってし

まう。被災傷病者に対する多様な支援を示

していくために、より積極的な入力が行わ

れるべきである。この際には医学的な正確

性というより災害医療現場活動の実践性を

踏まえた観点からの入力が許容される。 
【丸山班】①被災地精保センター、こころの

ケアセンターから見た MHPSS 全体から見

た DPAT 終結（撤収）の課題として、急性

期では被災者支援調整に係る医療系・非医

療系の会議は別開催であること、中長期で

は MHPSS 活動に関する NPO・NGO 等と

の繋ぎは地域・個人によってまちまちであ

ることがあげられる。DPAT へのニーズは、

災害時に活動する PSS 組織（ピースボード

災害支援センターなど被災地内外の市民団

体や災害支援を専門とする組織）からは、活

動における専門的アドバイスや専門科介入

に係るコンサルテーションの希望があった。 
② 機 関 間 常 設 委 員 会 （ Inter-Agency 
Standing Committee；IASC）の「災害・紛

争等緊急時における精神保健・心理社 会的

支援の連携・調整のための活動コード・マニ

ュアル～誰が、いつ、どこで、何をしている 
のか～」の入力において簡便性を重視した。

そして電子媒体を利用することで即時性を

高め、入力後直ちに受援、支援ともにその情

報を共有できるように努めた。今後、一般化

に向けては研修等に取り入れ、入力方法を

習熟するなど周知に向けての取り組みが必

要である。  
運用に関しては、特定のアプリ、IT ベンダ



ーを必要とせず、ランニング・コストがかか

らない利点を有している。また、質問→分類

→可視化という手法は汎用性があり、今後、

MHPSS 支援組織だけでなく、災害支援ボ

ランティア団体、災害時支援組織・団体の活

動調整、情報共有にも応用できる手法であ

る。 
 
D．考察 
各班の研究結果をまとめると、次のように

なった。 
１．DPAT 活動の開始・終了基準案の検証

について 
・本研究班の活動・終了基準案について、

実際に DPAT が基準案を用いて活動を開始

し、終結することができるといった意見が

多く認められた。 
・災害対応経験の有無により、都道府県に

よって DPAT の体制整備状況に差があるこ

とは当然であり、未経験の都道府県からは、

「国や DPAT 事務局からの基準がないと動

けない」といった意見が大半であったため、

様々な災害支援チームからの意見を統合し

た基準案が明示されることには一定の効果

があると示唆された。 

 
２．先遣隊以外の DPAT の役割検討につ

いて 
・被災地での精神科医療の提供、困難ケー

ス対応への助言、被災した医療機関への専

門的支援、支援者支援等の多様なニーズに

対応できることが望まれていることが示唆

された。 
 
３．「精神保健医療版 災害診療記録/J-
SPEED 簡易ユーザーガイド」の作成につ

いて 

・J-SPEED データ解析における課題とし

ては、より正確なデータ入力の為に、入力

ミスの防止が必要であった。そのため簡易

ユーザーガイドを作成し、より正確な情報

を入力できるよう示した。 
・J-SPEED 情報提供サイトにも掲載して

いき、これからの実災害においても J-
SPEED を使用していく災害派遣医療チー

ムが有効活用できるようにしていく。

（https://www.jspeedplus.net/ma/） 
 
E．結論 
１．昨年度作成をした基準案の課題を明ら

かにするため、調査研究を行った。 
２．基準案が明示されることは、DPAT 活

動に資するということが明らかになった。 
４．今後、様々な想定の災害訓練や実働経

験を踏まえて、基準案を改訂していく余地

がある。また、この基準案を参考に各自治

体で具体的な案を考えていく必要がある。 
５．先遣隊以外の DPAT の役割について

は、多様なニーズに対応することが求めら

れていることが示唆された。 
６．「精神保健医療版 災害診療記録/J-
SPEED 簡易ユーザーガイド」を支援者が

使用し、正確な情報を入力・蓄積・解析す

ることで、災害対応日数を予測する事が可

能になるか今後の解析を要する。 
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